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はじめに

　今回の衆議院選挙は、安倍政権、それを引き継いだ菅政権、自公政権による政治に対し、国民が厳しい審
判を下す重要な選挙となります。とりわけ、立憲野党の共闘がすすむ選挙区では激しい選挙戦となることが
予想されます。
　日本国憲法は、選挙において、主権者国民がいまの政治や政党・候補者の政策、今後の日本の政治の行方
について大いに語り合うなど、のびのびと自由な選挙をすすめることを求めています。しかし公職選挙法は、
国民の選挙・政治活動を不当に制限しています。この公選法は改正されるべきですが、そのもとでも私たち
ができることはたくさんあります。のびのびと選挙・政治活動をすすめましょう。
　このパンフレットは、私たちの権利と、不当な干渉・妨害に対する心得を学ぶものです。
　＊この「手引き」の内容に関連する法令や裁判の判決などは「資料編」（13頁～）を参照ください。

一　選挙運動－のびのび自由な選挙を

１　選挙の意義と自由な選挙
（１）選挙は主権者みずからが今後の政治の行方を決める重要な場
　憲法前文は、「日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、･･･主権が国民に存す
ることを宣言」と、国民主権、議会制民主主義を明記しています。
　国政選挙は、主権者である国民が今後の国の政治の行方を決める重要な場であり、政党が中心になって多
数派の獲得（政権の獲得）をめざすたたかいです。

（２）憲法にもとづいた「正当な選挙」を
　憲法がいう「正当な選挙」とは、憲法第15条（参政権）、19条（思想および良心の自由）、21条（集会・結社・
表現の自由）などに裏付けられた自由な選挙でなければなりません。
　それは、①選挙人の自由な投票、②必要な情報の提供、知る権利の保障、③自分の支持する政党や候補者
の当選のために、他の選挙人に働きかける自由などを言います。そして、主権者の意思（民意）が選挙の結
果としての議席数にも忠実に反映されることが求められます。この点から、民意を切り捨てる小選挙区制は
廃止すべきです。
　国際人権規約：市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約）でも、選挙について、不合理な制
限なしに、選挙人の意思の自由な表明の保障をするよう規定しています（25条）。

（３）憲法違反の日本の選挙運動の制限
　ところが、日本の公職選挙法は、公示前の選挙運動（事前運動）を基本的に禁止している上に、選挙中も
戸別訪問（注）を禁止し、文書活動も厳しく制限しています。
　このような制限は、1925年の普通選挙法ができた際に、労働者・農民の代表を国会に進出させないために
政策を伝える言論活動（戸別訪問、文書活動）を抑えようとしたものです。同時に、「選挙運動が勤労者の大
衆的政治運動に発展する道を封じ込める」狙いがありました。この普通選挙法と同時に、治安維持法ができ
ました。
　戦後、日本国憲法が成立し、治安維持法は廃止されましたが、選挙運動の制限はそのまま維持され、さら
に拡大していきます。公選法の言論活動の制限は、憲法に違反するだけでなく、国際人権規約にも違反して
おり、国連からも改善を求める厳しい勧告が出されています。
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　（注）戸別訪問　（公選法138条で禁止されている行為）とは、以下の３つのすべてを満たす行為
　　①特定の政党と候補者のために投票を得させる目的で
　　②連続して訪問する意思を持ち
　　③有権者の家（又はこれに準ずる場所）を個々に訪問すること
　　�　したがって、街頭で出会った人や、用事で出かけた先で投票を呼びかける「個々面接」は、戸別訪問にあたらないの
で自由にできます。

　【公職選挙法の制限の異常さ】
　　�　公選法は、選挙運動を包括的に禁止・制限しているため、当たり前のことでも条文でわざわざ「できる」としなけれ
ばなりません。

　　　「第162条　個人演説会においては、当該公職の候補者は、その選挙運動のための演説をすることができる。」
（４）選挙のときこそ政治を大いに語ろう
　選挙は、国民が政治を大いに語り合い、みずからの代表を選び、政治に参加する重要な機会です。選挙の
時こそ、大いに政治について語り合うことが大切です。

２　今回の衆議院選挙について
（１）公示・投票日
　現時点では未定ですが、衆議院の任期が10月 21日のため、任期満了による総選挙の場合は「任期が終わ
る日の前30日以内に行う」ことが定められており、この場合、投票日は９月26日、10月３日、10日、17日
のいずれかになります。ただし、解散の場合は、「解散の日から40日以内」と定められており、もっとも遅
い場合は11月 28日投票となります。
　選挙期間は12日間です。
　＊選挙期間は、かつては20日間以上ありましたが、自民党の相次ぐ党略的改悪で期間が短縮されてきました。

（２）定数　
　総定数　465議席
　　比例代表（ブロック制＊）176議席、小選挙区（定数１）289議席
　　＊11ブロック（定数）＝�北海道（８）、東北（13）、北関東（19）、南関東（22）、東京都（17）、北陸信越（11）、

東海（21）、近畿（28）、中国（11）、四国（６）、九州（20）
　　　　　　

３　のびのびと選挙をすすめるための心得
（１）知っておきたい基礎知識
①選挙に関わって、どのようなことができて、どのようなことができないのか、次の３点で区別されます。
　　❶時期　　　＝選挙前（公示前）か、選挙期間中（公示後～投票日前日）か。
　　❷主体　　　＝候補者・政治団体・確認団体か、その他の団体・個人か。
　　❸運動の性格＝選挙運動か、政治活動や市民運動・労働運動か。
　以上の３点をおおまかに整理すると……
　選挙前は、誰であれ、選挙運動は「事前運動」として禁止されています。しかし、政治活動や労働運動・
市民運動には、基本的に制限はありません（事前ポスターなど一部制限あり）。
　選挙期間中は戸別訪問や文書活動が禁止・制限されます。他方、インターネット選挙など選挙運動ができ
ます（詳しくは次頁の（２）を参照ください）。
　労働組合や市民団体、個人の要求運動は、選挙前、選挙期間中ともに制限はなく自由にできます。
②それでは、「選挙運動」（注）とはどのような運動でしょうか。それは、以下の３つを満たす行為です。　
　　❶特定の選挙において　
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　　❷特定の候補者の当選を得または得さしめるために　
　　❸有権者に働きかける行為
　たとえて言えば、「今度の衆議院選挙で（候補の）〇〇さんに一票を入れてください」など、選挙人へ
の投票依頼、投票のとりまとめの行為です。
　ですから、上記の３点を満たさない行為は、選挙運動には当たらないので、制限されません。

　（注）選挙運動について公選法上での定義はなく、以下の判例による定義です。
　�　�　「公職選挙法における選挙運動とは、特定の公職の選挙につき、 特定の立候補者又は立候補予定者に当選を得させる
ため投票を得若しくは得させる目的を持って、直接又は間接に必要かつ有利な周旋、勧誘その他諸般の行為をすること
をいう」（最高裁昭和52年 2月 24日判決）

（２）選挙期間中（公示日から投票日前日）にできること
　・電話での投票依頼は自由
　　電話での投票依頼は自由にできます。
　・街頭で会った人への投票依頼（個々面接）もＯＫです
　　たまたま街角や職場で会った人に投票をお願いする「個々面接」は自由です。
　・インターネットを使った選挙運動は自由
❶ホームページ（ＨＰ）、ブログ、ＳＮＳ（ツイッター、フェイスブック、ラインなどの交流サイト）に
よる選挙運動は自由

　　ＨＰやブログ、フェイスブック、ツイッター、ラインなどを通じて、特定の候補への投票を呼びか
けることや、対話することは自由です（＊投票日には更新することができません）。

　　選挙前は、投票依頼などの選挙運動はできませんが、政党の政策などを知らせることは自由にでき
ます。

❷メールには注意が必要－政党・候補者はメールでの選挙運動が可能、有権者はメールでの投票依頼は
規制

　　政党や候補者が、事前に同意した有権者に対して選挙運動・投票を呼びかけるメールを送ることは
できます。政党や候補者がメールを送信する際には、受信する側の送信についての同意を証明する記
録の保存が義務づけられており、違反者には罰則があります。

　　他方、有権者は、みずからの政治的な考えを発信することはできますが、投票依頼のメールを送る
ことは規制されています。

❸なりすましや、中傷文書の掲載などは罰則あり
　〈基本的な心得・注意点〉ＨＰやＳＮＳでの発言は公開の場所での発言と同じであること、またこれら
のメディアはネット大企業によって管理されており、蓄積された個人の情報が営利目的や権力に利用
される可能性があることを認識したうえで積極的に活用します。

　・選挙運動用ビラや「マニフェストパンフ」－配布方法に制限
　　�　衆議院選挙では、公選法で認められた選挙運動用のビラ（名簿届出政党ビラ）や「マニフェストパンフ」
（名簿届出政党または候補者届出政党の本部において直接発行）は配布できますが、配布方法に制限があ
ります。配布・活用する際は、政党や後援会の指示にもとづいておこないます。

　・政党機関紙号外などは従来どおりに配布できる
　　�　政党機関紙の政策号外ビラや政策パンフレットは、従来どおり全戸配布、街頭での配布ができます。

（３）署名活動
　各戸を回って「９条改憲反対」「消費税増税反対」などの署名をお願いすることは、選挙期間中でも自由に
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できます。その際、投票依頼はしないように注意してください。
（４）手紙、葉書（親書）
　投票依頼を目的とした手紙は、印刷物はもちろん、肉筆・封書でも、公示の前後を問わずできません。
　もちろん、ごく親しい友人、知人、親族に通常の手紙を出す際に、選挙についての添え書をすることはか
まいません。同窓会名簿や会社の名簿など様子（職業や家族構成など）のわからない相手に、投票依頼の文
書を送って警察に把握されて事件にされた事例があるので、不特定多数に文書を送ることは避けます。
　　※手紙についての注意　
　　　�　広い対象に送る場合、自由に配布できる政策パンフや号外ビラなどを送り、手紙の文面には当該選挙について書く

ことができないので、投票依頼は電話でおこないます。
　　　�　「文書違反」が問題とされる場合は、頒布者、投函者が対象（公選法１４２条）となります。不当な干渉もあるので、

投函者が特定される料金別納にはしないことです。

４　期日前投票を大いに利用しよう
　公示日の翌日から選挙期日（投票日）の前日までの間、「期日前投票」ができます。
　転居前の住所に３か月以上の住民票があれば、転居後４か月以内で、新住所の住民票の登録が３か月未満
にかぎり元の住所の選挙人名簿に登録されます。転居の手続き後３か月未満に18歳の誕生日を迎える人は元
の住所で投票ができます。貴重な一票です。選管などに確かめ、郵送投票の方法など問い合わせましょう。

５　市民団体・労働組合などの要求活動は自由
　　─選挙のときこそおおいにすすめよう
　選挙は、労働組合や市民団体の要求を訴える最大の機会です。
①おおいに宣伝を
　公選法は「政治活動を行う団体」の活動を規制していますが、労働組合や市民団体は「政治活動を行う団体」
にあたらないので規制はされません。
　選挙期間中でも、労働組合や市民団体が、「憲法改悪反対！」「辺野古新基地建設やめよ！」「消費税を下げよ」
「医療・福祉を充実させよう！」「軍事費を削って、新型コロナ対策に使え」など要求実現のためにビラ、パンフ、
ポスターをつくって配布したり貼り出したりすること、街頭で宣伝カーや拡声器を使って演説し、署名活動
にとりくむことは自由にできます。その際、「〇〇候補に一票を」など選挙運動にわたらないように注意しま
しょう。
②機関紙誌の活用を
　選挙期間中、労働組合・民主団体が発行している「機関紙誌」を積極的に活用することは大切です。
　❶選挙報道のできる要件を満たしている機関紙誌
　　�　「選挙の報道・評論ができる機関紙誌」の「３つの要件」（＊）を満たしている機関紙誌であれば、選
挙期間中であっても、選挙に関する報道・評論を自由に掲載することができます。

　　　＊�「３つの要件」＝①１年以上前から、②第三種郵便物の認可があり、③月３回以上定期発行の新聞、雑誌は月１回
以上で有償配布。

　　�　ここでいう「報道」とは、選挙の客観的事実を伝えるという形をとれば、選挙に関してほとんどのこ
とは書いてもよいということです。たとえば、組合が推薦している野党統一候補の演説写真など奮闘の
様子、あるいは当該の労働組合の機関紙で「組合で○○候補の支援を決定。組合員が当選めざし支持を
広げている」など事実を伝えることです。また、評論とは、推薦候補者の政策や主張などが組合員の要
求と一致しているという見解や与党候補への批判をおこなうことです。
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　　❷要件を満たしていない機関紙誌
　　　�　「３つの要件」を満たしていない機関紙誌（たとえば分会の機関紙）は、選挙期間中、選挙に関する

報道はできませんが、政治活動・要求運動についての報道、組合の決定の伝達はできます。
　　　�　たとえば、各党の政策を紹介し、団体の要求と対比した内容などを掲載することはできます。いま

の政治の批判や消費税増税反対、福祉・医療の充実などの要求を訴える報道・記事の掲載はできます。
また、労働組合として候補者の推薦を決定したなどの伝達は可能です。ただし、その内容を構成員以
外に配布するなど通常の配布方法の範囲を超えることはできません。

　　　�　なお、選挙前であれば、「○○候補に一票を」など選挙運動にわたるような記事を掲載しなければ、
選挙にむけての団体の政策や主張（たとえば「自民党政治の転換を」など）、団体の決定事項（「組合
として衆議院選挙にむけて〇〇さんの支援を決定」など）を掲載することは自由です。構成員以外に
配布することも可能です。

　　　　選挙期間中には制限も強まるため、公示前に大いに政策を訴えることが大事です。
③インターネットをおおいに活用しよう
　選挙期間中、ウェブサイトやＳＮＳ（ツイッター、フェイスブック、ラインなど）などインターネットを
利用した選挙運動は自由にできます（メールは除く）。労働組合や民主団体も、組合や団体で推薦した候補者
の当選を呼びかけるなど、おおいに活用しましょう。
　＊�選挙前は、選挙運動はできませんが、労働組合・民主団体の決定や政策、選挙方針などをホームページに掲載したり、
ＳＮＳで発信することは自由です。

■市民と野党の統一候補などを団体推薦する場合
　労働組合や市民団体が、「９条改憲反対」や「消費税増税反対」などの政策を掲げる野党統一候補などを組
合・団体として支持することはできます。その組合・団体がそうした方針をかかげていたり、政策協定を結
ぶことなどをふまえ、その組織の意志決定機関によって決定されることが必要です。その決定内容を、通常
の活動方針を構成員に伝達している機関紙などに掲載できます。
　ただし、投票依頼を類推させるような表現は避けるとともに、構成員一人ひとりの思想・信条の自由、政
党支持の自由、政治活動の自由を保障することが必要です。

６　「選挙に行こう」の呼びかけを広げよう
　国政選挙では、投票率が過半数を切るなど低い状況がつづいています（2019年の参議院選挙では
48.80％）。
　選挙は、主権者みずからが投票することで政治の方向を決める場です。「あなたの思いを一票にこめよう」「あ
なたの一票で政治を変えよう」と、大いに投票を呼びかけましょう。このような呼びかけは、選挙運動では
ないので自由にできます。ただし、特定の候補者の支持を訴えるなど選挙運動にわたらないように注意しま
しょう。
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二　公正な選挙を妨げる行為を許さないたたかい

１　謀略ビラ、妨害とのたたかい
（１）公党をウソで誹謗する謀略ビラは民主主義を破壊するもの
　選挙は、自由な言論活動による宣伝・主張と反論・批判のなかで、国民の支持を得るために競い合うものです。
公党を誹謗・中傷する謀略ビラは、選挙の自由や公正を根底から切り崩し、民主主義の根幹を破壊するもの
です。謀略ビラの多くは虚偽事実公表罪（公職選挙法235条）に該当する犯罪で、反論を許さない中傷は選
挙の公正を害するものとして許されません。

（２）謀略ビラへの反撃
　謀略ビラへの反撃は、被害をうけた政党・候補者の陣営が虚偽の内容について、いち早く反論することが
基本です。
　また、労組･民主団体は、民主主義を守る立場から謀略ビラを批判する宣伝を展開して、地域住民の世論
を高め、謀略ビラをまいた団体が国民的な批判を受ける状況をつくり出します。

（３）妨害とのたたかい　暴力的な妨害を許さないために
　選挙運動への妨害、候補者などの演説の妨害、宣伝カーに損害を加えるなどの行為は、証拠を収集し、診
断書をとるなど被害を確定して告訴・告発を正面から検討すべきものです。ただし、この場合でも、当該団
体や弁護士などと相談して、警察に対しては充分な警戒心をもって臨み、常に組織的に対応します。
　演説への妨害などは、公示前であれば威力業務妨害罪（刑法234条）、選挙期間中であれば選挙の自由妨害
罪（公選法225条）にあたる犯罪行為です。突きとばしたり、物を投げつけたりする行為は、暴行、傷害罪
であり、ポスターを破ったり、落書きするなどの行為は選挙の自由妨害罪や器物損壊罪（刑法261条）、放火
は刑法の放火罪で重大な犯罪です。警察への告訴・告発、選挙管理委員会への申し入れなどの対処は、組織
的に検討します。警察にまともに捜査・取り締まらせるには、国民のしっかりした監視が必要です。

２　企業・団体などによる「ぐるみ選挙」とのたたかい
（１）「ぐるみ選挙」とは
　企業、官庁、公益法人や宗教団体などが、その組織の指示命令系統を通じて、その構成員に、利益誘導と
強要を交えて、特定政党や候補者の選挙活動への動員や投票の依頼を「企業・団体ぐるみ選挙」（「ぐるみ選挙」）
と呼びます。

（２）「ぐるみ選挙」は違法
　「ぐるみ選挙」は、憲法が定めた「投票の自由」、個人の「思想・信条の自由」を侵害する違法行為です。
　期日前投票制度を悪用した「ぐるみ選挙」が横行し、就業時間中に社員を動員して特定の候補者に投票さ
せる行為などが起きています。バスなどの「足」を提供したり、その時間分の勤務を免除すること自体が供
応です。「昇級・昇格」などをちらつかせて選挙運動を強いることは、利益誘導罪（公職選挙法221条）にあ
たります。
 （３）「ぐるみ選挙」の告発運動を
　牛島税理士裁判（南九州税理士会が加盟税理士から強制的に政治献金を集めることをやめるよう求めた裁
判）の最高裁判決（1996年）は、政治献金は「選挙における投票の自由と表裏をなすもの」で「個人の自由
意思にもとづくべき」として、団体ぐるみの強制献金は違法と判断しています。
　「ぐるみ選挙」が明らかになったときには、それを広く市民に知らせるなど告発し、止めさせます。
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三　宣伝活動を旺盛にとりくもう

１　盛り上がる市民運動と抑圧体制の強化
　権力者が悪政を強行するときに、それに反対する声や運動を抑圧・弾圧する動きが強まります。これは歴
史の教訓です。
　この間、安倍政権や菅政権の悪政に対し、市民の共同、市民と野党の共同がかつてなく広がりました。こ
れに対し、秘密保護法や共謀罪法、さらにデジタル監視法や土地利用規制法が相次ぎ強行成立されるなど、
国民を監視し抑圧する治安体制が強まっています。また、日常的な宣伝活動などへの干渉が、各地で起きて
います。これは、私たちの運動を萎縮させることが狙いです。憲法で保障された私たちの権利を活かし、警
戒心をもって、のびのびと大いに宣伝活動をすすめましょう。

２　言論活動への干渉とそれをはね返した運動の成果
　宣伝活動などの言論活動に対する不当な干渉に対し、抗議し、これをはね返しています。

（１）警察による宣伝行動への干渉とのたたかいと成果
【警察が明乳争議団の社前行動に干渉・警告。抗議に対して警視庁が謝罪】
　2015年、明治乳業争議団の会社前（東京・中央区）での宣伝行動に、「ビラまきの許可を取っていないな
らやめろ」と警察が妨害し警告してきました。これに対し、争議団と国民救援会が日本共産党都議団の協力
も得て、不当な妨害を止めるよう警視庁に抗議・申入れをおこない、警視庁は「中央署の警告は誤り」と認め、
関係者に謝罪しました。

（２）ポスター貼り活動への干渉をはね返す
【新型コロナ対策訴えるビラ貼りを軽犯罪法で連行。抗議ではね返す】
　2020年８月、兵庫県芦屋市の阪神電車芦屋駅前で、「ＰＣＲ検査急ぎ　データ公表を」などのことばを手
書きした紙を阪神電鉄のフェンスや電柱に仮止めして宣伝していた市民２人が、軽犯罪法違反を口実に強制
連行される事件が発生しました。市民の抗議の結果、１か月後、警察は「捜査は終結する」と明言。干渉を
はね返しました。

（３）宣伝活動への規制をはね返す
【自由通路での街頭宣伝を規制する表示を削除させる】
　福岡・ＪＲ小倉駅の自由通路（ペデストリアンデッキ）に設置されている看板に「許可を得ずに署名・配布・
募金活動など歩行者の通行を妨げる行為を禁止します」との文言がありました。これに対し、国民救援会な
どが市役所に「署名活動などに道路使用許可はいらない」と要請。その後、看板から上記の文言が削除され
ました。

３　政治活動の自由は民主主義を基礎づける重要な権利
　－国公法弾圧堀越事件の最高裁無罪判決の意義－
　国公法弾圧堀越事件について、最高裁第２小法廷は2012年、社会保険庁職員の堀越明男さんに対し無罪判
決を出しました。判決は、「国民は、憲法上表現の自由（21条１項）としての政治活動の自由を保障されており、
この権利は、立憲民主政治にとって不可欠の基本的人権であり、民主主義を基礎づける重要な権利」として、
堀越さんが休日を使い居住地で政党のビラを配った行為は「公務員の職務の政治的中立性をそこなうおそれ
が実質的に認められるとはいえない」としました。これは、公務員であっても職務と切り離された、私人と
して行う政治活動は、原則自由という判断を示したものといえ、国家公務員の政治活動を一律・全面禁止と
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した最高裁・猿払判決を事実上見直したものです。
 この判決は、長年にわたり、選挙弾圧、ビラ配布・ビラ貼り弾圧など多くの言論弾圧事件で憲法を掲げて裁
判をたたかってきた蓄積の上で勝ちとった大きな成果です。この成果を力に、言論・表現の自由、宣伝活動
の権利を実践的に広げることが求められています。

４　宣伝活動は市民の権利
（１）言論・表現活動は主権者国民（市民）の権利
　日本国憲法は、戦前の侵略戦争と暗黒政治への深い反省をふまえてつくられました。
　戦前は、「戦争反対」など、天皇制政府の政策を批判することは治安維持法で弾圧されました。戦後、憲法
のもとで、政治への批判や私たちの要求実現のためにビラを配り、マイクで訴えるなど、人びとに知らせる
活動は、表現の自由として保障されました。また、政治に対する要求署名運動などは、国民の請願権（16条）
として憲法に明記されました。
　他方、選挙における言論活動は、不当に制限されています。これに対し、公選法違反で裁判にかけられた
人たちのたたかいで、文書活動の制限や戸別訪問禁止は憲法違反とする判決を１０件も勝ちとりました。ま
た、国連の自由権規約委員会からも日本政府に対して、戸別訪問の禁止や文書制限について「非合理的な制
約」と懸念を示したうえで、「表現の自由と参政権に対して課されたいかなる非合理的な法律上の制約をも廃
止」することを求めるとの厳しい勧告（2008年）が出されました。

（２）街頭宣伝に対する妨害・干渉は許されない
　街頭宣伝行動（駅頭や繁華街での宣伝カー・ハンドマイク宣伝、ビラ配布、署名活動など）に対して、「道
路使用許可を取っているか」などと警察が干渉・妨害をしてくることがありますが、許可は必要ありません。
道路交通法では、「一般交通に著しい影響を及ぼす行為」の場合は警察の許可を必要としていますが、これは
お祭りや映画のロケーションなどを想定しており、ビラ配りは対象ではありません。
　裁判でも、東京・有楽町駅前でのビラまき事件で、ビラまきは「一般交通に著しい影響を及ぼす行為」で
はない、「警察署長の許可を要する行為に該当しない」と無罪（1966年、東京高裁）が確定しています。
　さらに千葉・東金（とうがね）市での成人式会場前の署名活動を不当逮捕したことに対する国家賠償訴訟
裁判の勝利判決（1991年、千葉地裁・確定）は、ビラ配布に許可の必要ないことを知っておくべき警察官が
逮捕したことは違法として、県（警察）に賠償金の支払いを命じました。この東金国賠判決を受けて、国会
で当時の警察庁長官が「ビラ配りの点につきましては、東金事件の判決があるわけでございますから、これ
に基づきまして警察官をよく指導、教養してまいりたい」と答弁しています。（上記の判決、答弁は14頁〜
15頁参照）

（３）マンションなどへのビラ配布について
　①�マンションなどへのビラの配布活動は、言論・表現の自由として憲法で保障されおり、基本的に自由です。
しかし、充分な警戒心を持って旺盛に配布しましょう。

　　�　住民や管理人から「ビラ配布はやめろ」と言われた場合は、その場で論争せずにいったん退去します。
その場で論争して警察へ通報される例があります。改めて､ 管理組合への申入れを行うなど、組織的に
対応します。

　②マンションの集合ポストへのビラ配布は「不法行為」ではないとの判決が確定
　　�　東京・三鷹市の住民が、マンションの集合ポストに市議ニュースを配布したことに対して損害賠償を
求めた裁判で、裁判所は、管理組合や郵便受けの使用者が明示的にビラ入れを禁止・拒否していても、
議員の活動のニュースを投函する目的で、住居部分でなく扉が施錠されていないエントランスに入るこ
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とは建造物侵入罪にあたらず、郵便受けに紙１枚程度を投函することは、民事上の「不法行為」となら
ないと明確に判断しました。また、住民は、マンションへのビラ配布を有罪とした東京・葛飾ビラ配布
弾圧事件の最高裁判決を引用しましたが、裁判所は、集合ポストへの投函であり、葛飾事件とは立入り
の態様（マンションの７階から３階のドアポストに配布）が違うとして、住民の主張を退けました。こ
の判断は、2021年１月22日、最高裁で確定しました。

　　�　本来は、マンションへのビラ配布は表現の自由にもとづき正当な行為です。今回、集合ポストへのビ
ラ配布について、裁判所が「不法行為」に当たらないと判断したことは重要です。

　　�　なお、現場で住民や管理人などに抗議された場合は、現場で説明しても理解が得られず、住民などが
警察官を呼ぶという事例も起きていますので、一旦その場を離れて、その後に関係団体で検討し、管理
組合に申入れをおこなうなど組織的に対応しましょう。

　③�東京都選挙管理委員会は、マンションへのビラ配布について「居住者の意志と無関係に拒否する権限は
管理者にはない」と明言（1989年）、「法定ビラ及び、選挙・政治活動にわたるビラの配布は、基本的に
自由でなければならない」（2007年）と表明しています。

　

５　妨害・干渉を受けたときの心得
（１）警察の職務行為には制約があります
　警察の本来の任務は、個人の生命、身体、財産の保護にあり、国民の人権を侵害しないように法律で厳し
く制限されています。また、警察による干渉・妨害は、とりわけ選挙のときであれば、「職権乱用による選挙
の自由妨害罪（公職選挙法226条）」であり、犯罪とされます。
　職務質問については、警察官職務執行法第２条１項は、「何らかの犯罪を犯し、若しくは犯そうとしている
と疑うに足りる相当な理由のある者又は既に行われた犯罪について、若しくは……知っていると認められる
者を停止させて質問することができる」と要件を厳格に定めています。交番などに同行を求めるときも、任
意であり、令状がなければ強制できません。

（２）宣伝活動の際、警察官が妨害・干渉した場合の心得
　①行動の際には責任者を決め、干渉を受けた場合は責任者が対応し、他の人は行動を続けます。
　②どのような理由・法律で干渉しているのか警察官に問いただし、関係組織、国民救援会に連絡します。
　③�「憲法が保障している言論・表現の自由を妨害するな」「道路使用許可がいらないことは、有楽町ビラま
き事件判決で確定している」と、き然と抗議します。

　④さらに妨害を続けることに対しては、不当性を市民に訴えます。
　⑤交番や警察署へ同行（任意同行）を求められた場合、きっぱり拒否します。
　⑥後日、国民救援会や関係組織と相談して、警察署に対し、必要な抗議・要請をします。
　　＊対応の際、警察官に触れるなど公務執行妨害罪にデッチあげられないように注意します。

（３）妨害に対する心得
　市民から演説やビラ配りなどに対して要望があった場合には丁寧に説明をし、理解を求めます。
　しかし、妨害に対してはき然と対応し、暴力行為などには危険な犯罪行為であることを警告し抗議します。
また、妨害してきた側が、「負傷した」などと診断書を取って逆に告訴してくる事例があります。妨害行為の
事実経過や被害状況などを記録・調査することが大切です。

（４）職務質問や所持品検査、任意同行への対応
　職務質問は「任意」です。応える義務はありません。警察官に「これは任意ですか、強制ですか」と問い
ただし、「任意なら回答を断ります」と答え、その場を離れましょう。「逃げる」と干渉の口実とされますので、
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落ち着いて対応します。また、所持品の検査は、令状がなければ強制できません。同様に対応します。
　職務質問などの際に、「交番（警察署）で話を聞きたい」などと同行を求められる場合がありますが、あく
まで任意です。「行きません」ときっぱり拒否します。決して「説明に行こう」などと個人で判断せず、必ず
所属団体や国民救援会などに連絡し組織的に対応します。

（５）警察官の張込みや尾行への対応
　警察官の張込みや尾行に気づいた場合は、個人で判断せず、所属団体や国民救援会などにすぐに連絡し、
組織的に対応、抗議することが基本です。
　なお、不当な尾行・張込みは軽犯罪法の「つきまとい罪」、選挙の時であれば、公職選挙法の「職権乱用に
よる選挙の自由妨害罪」にあたる犯罪です。

（６）万一、逮捕された場合の対応
　万一、逮捕された場合は、憲法や法律で保障された以下の権利を行使します。
　①�住所・氏名を含めて、取調べは黙秘します（黙っているか、「黙秘します」と伝えます）。「トイレに行か
せろ」など必要な要求はおこないます。

　　�　黙秘は、憲法（38条）で保障された権利です。同時に、話をさせて捜査の拡大を狙う警察に対する最
も強い抗議の意思表明でもあります。

　②「国民救援会の弁護士を呼べ」と要求します（弁護人選任権）。
　③調書や書類への署名・押印はすべて拒否します。強制できません。
　　＊家族や仕事のことなど心配なことは、面会に駆け付けた弁護士と相談します。

四　選挙運動の権利を守る活動　　　　　　　　　

１　選挙運動の権利を守る共同センターの活動
　全国の体制として、全労連、自由法曹団、国民救援会の３団体で「選挙運動の権利を守る共同センター」
を設置しています。主に、全国的な選挙の際に活動をおこなっています。
　「本来、選挙は自由」という立場から、主権者である国民が積極的に選挙・政治活動に参加し、主権者の意
思が自由に形成されるよう下記の点に留意して活動をしています。
　①�警察の選挙干渉や妨害、謀略選挙を許さず、「ぐるみ選挙」の告発など、選挙・政治活動の自由を守る活
動

　②「のびのびと選挙をすすめる学習会」、公選法などの学習と弾圧・干渉に対する心得の普及
　③警察庁、中央選挙管理会などへの申入れ活動
　④選挙に関する情報の収集とニュースの発行、必要な対策
　⑤民間パトロール活動の促進と、活動に必要な資材の作成と準備
　都道府県段階でもこれに準じて、「共同センター」の設置をすすめるとともに、可能な限り対応する選管、
警察署などに対して申入れを行います。

２　警察の干渉と妨害を許さないたたかいと民間パトロール活動
　民主的運動の前進と弾圧とたたかう心得の普及が、逮捕・起訴を許さない力になっています。
　1970年代は数十件の公選法弾圧裁判がたたかわれました。この裁判を通じて公選法の違憲性と警察の不当
捜査を追及し、地裁・高裁では、戸別訪問禁止や文書制限は憲法違反とする無罪判決を10件も勝ちとってき
ました。
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　国民救援会は、裁判闘争の経験を活かして、不当な張り込み、聞き込み、捜査を許さない、逮捕・起訴さ
せないたたかいの前進をつくりだし、警察の干渉・妨害を監視する「民間パトロール活動」に自由法曹団や
労働組合と協力してとりくんできました。
　こうしたたたかいによって、公職選挙法などによる起訴事件は、60年代～70年代は100件をこえていま
したが、現在、起訴されている事件は１件もありません。
　「民間パトロール活動」は、謀略策動や「ぐるみ選挙」をやめさせ、自由な選挙の実現にむける運動でも大
きな役割を担っています。

五　最高裁裁判官の国民審査－憲法を守らない裁判官に「×」印を　

　衆議院選挙とあわせて最高裁裁判官の国民審査がおこなわれます。この国民審査は憲法（注）で定められ
た制度で、国民主権にもとづき、最高裁裁判官を審査し、不適格な裁判官を罷免できる制度です。
　国民審査は、公示日の翌日から投票日前日まで期日前投票ができます。
　審査方法は、不適格だと考える裁判官に「×」印をつけます。「×」印をつけないと信任とみなされます。
本来は、信任する裁判官に「○」などの印をつけるべきです。
　私たち「共同センター」では、憲法を守らない判断をおこなってきた裁判官に「×」印をつけようと呼び
かけています。このような呼びかけは、公示前も選挙期間中もなんら制限はありません。おおいに宣伝をし
ましょう。
　（注）�憲法79条　最高裁判所の裁判官の任命は、その任命後初めて行はれる衆議院議員総選挙の際国民の審査に付し、そ

の後十年を経過した後初めて行はれる衆議院議員総選挙の際更に審査に付し、その後も同様とする。
　　　前項の場合において、投票者の多数が裁判官の罷免を可とするときは、その裁判官は、罷免される。
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　資料編　

◇日本国憲法
前文 : 日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、…政府の行為によって再び

戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、
この憲法を確定する。

11条 :〔基本的人権の享有〕　国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に
保障する基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる。

13条 :〔個人の尊重・幸福追求権・公共の福祉〕　すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由
及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政のう
えで、最大の尊重を必要とする。

15条 :〔公務員選定罷免権、公務員の本質、普通選挙権の保障、秘密投票の保障〕
　　① 公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の権利である。
　　② すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない。
　　③ 公務員の選挙については、成年者による普通選挙を保障する。
　　④ すべて選挙における投票の秘密は、これを侵してはならない。選挙人は、その選択に関し公的

にも私的にも責任を問はれない。
16条 :〔請願権〕　何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令又は規則の制定、廃止又は改正そ

の他の事項に関し、平穏に請願する権利を有し、何人も、かかる請願をしたためにいかなる差別待
遇も受けない。

19条 :〔思想及び良心の自由〕　思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。
21条 :〔集会・結社・表現の自由、検閲の禁止、通信の秘密〕
　　　① 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。
　　　② 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。
38条：〔自己に不利益な供述の不強要、自白の証拠能力〕
　　　① 何人も、自己に不利益な供述を強要されない。

◇関係法律条文
◆選挙の自由妨害罪（公職選挙法 225条）
　　　選挙に関し、次の各号に掲げる行為をした者は、4年以下の懲役若しくは禁錮又は百万円以下の

罰金に処する。
　　1　選挙人、公職の候補者、公職の候補者となろうとする者、選挙運動者又は当選人に対し暴行若

しくは威力を加え又はこれをかどわかしたとき。
  　2　交通若しくは集会の便を妨げ、演説を妨害し、又は文書図画を毀棄（きき）し、その他偽計詐術

等不正の方法をもって選挙の自由を妨害したとき。
◆警察官などの職権乱用による選挙の自由妨害罪（公職選挙法 226条）
　　①選挙に関し、国若しくは地方公共団体の公務員…が故意にその職務の執行を怠り又は正当な理由

なくて公職の候補者若しくは選挙運動者に追随（尾行）し、その居宅若しくは選挙事務所に立ち入
る等その職権を濫用して選挙の自由を妨害したときは、4年以下の禁錮に処する。
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◆虚偽事項の公表罪（公職選挙法 235条）
　　② 当選を得させない目的をもって公職の候補者又は公職の候補者となろうとする者に関し虚偽の

事項を公にし、又は事実をゆがめて公にした者は、4年以下の懲役若しくは禁錮または百万円以下
の罰金に処する。

◆威力業務妨害罪 （刑法 234条）
　　　威力を用いて人の業務を妨害した者は（略）3年以下の懲役又は 50万円以下の罰金に処する。
◆買収および利益誘導罪（公選法 221条）
　　　3年以下の懲役若しくは禁錮又は 50万円以下の罰金

◇警察の活動について
（1）警察は、選挙に際し、全警察署に「取締り本部」を設置
①　民主勢力を敵視して全警察官に情報収集を任務づけ
　　警備公安部門を偏重しており、違法・異常な捜査・情報収集
②　全国民、有権者を監視するため住民取り込みをはかり、企業とも日常的に情報交換

（2）警察は票つぶしを組織的におこなう
　1966年 5月の警察庁全国警備課長会議で、当時の高橋幹夫警察庁警備局長は、「警察は、選挙について、
暮れのうちに票読みをやるべきだ。票は、警察としてふやせはしないが、取り締りで減らすことはでき
る。革新がふえることは、警察が自己の足もとを掘り崩すようなものだ。警察が戦後、中立性と民事不
介入の二原則を立てたのは、戦後の警察を誤らしめた二大悪である。都知事選挙は警察の死活問題であ
る。公安条例もだめになるし、警察官の増員も不可能になる。日共を躍進させるのは警察としておかしい」
と述べています（松橋忠光著『わが罪はつねにわが前にあり』より）。
　この翌年の 1967年には、革新都政が実現していますが、警察の不当な選挙介入・革新の票つぶしの
方針は、現在も変わっていません。

◇参考判例など
●有楽町ビラまき事件（道路交通法違反を無罪とした判決）
判決＝ 1966年 2月 28日、東京高等裁判所第二刑事部（無罪確定）
　「…被告らは、いずれも所轄警察署長の許可をうけないのに、昭和 37年 5月 4日午前 8時頃から 8時
35分頃までの間、国電有楽町駅中央日比谷口前の交通ひんぱんな道路において野坂、岩間事務所発行の
『全国遊説第一声報告大演説会』と題する印刷物及び『戦争準備を急ぐアメリカの核実験を直ちに中止
せよ』と題する印刷物をそれぞれ通行人に交付したものであり…道路交通法第 77条 1項 4号違反として
起訴されたものである。
　…よって判断するに道路交通法第 77条 1項 4号の規定は一般交通に著しい影響を及ぼすような形や方
法によって道路を使用する行為であることは法文上疑いを入れる余地がない。……その『一般交通に著
しい影響を及ぼす』という影響の程度は、法が例示する『祭礼行事』や『ロケーション』の概念から連
想されることからみてその影響の程度は相当高度のものを指すと解さなければならない。…
　『一人または少数の者が、人の通行の状況に応じてその妨害をさけるためにいつでも移動し得る状態
において通行人に印刷物を交付する行為のようなものは、その態様、方法において社会通念上、一般交
通に著しい影響を及ぼす行為に該当するとは言い難い』……してみれば被告人らの本件印刷物の交付は
道路交通法第 77条 1項 4号に定める所轄警察署長の許可を要する行為に該当するものとはいえない。し
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たがって被告人らの本件所為はいずれも罪とならないものとして被告人らに無罪を言い渡した原判決に
は何等違法は認められず本件控訴は理由がない。」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●東

とうがね
金国家賠償事件（ビラ配布弾圧への国家賠償請求事件）

判決＝ 1991年 1月 28日、千葉地方裁判所民事第二部（勝訴確定）
　「原告が昭和 62年 1月 15日に本件現場において約 15名の者と共に千葉県東金市中央公民館で行われ
た成人式に参加した青年らを対象にしてビラの配布と署名活動をしていた。…東金署巡査密本及び巡査
部長小野が同日午前 11時 35分ころにパトロールカーで本件現場に到着し、原告らに対して道路使用許
可を取っているか質問し、許可を取っていなければ、道路交通法違反である旨警告した。（略）歩道上
で人等の通行が大きく阻害されるようなおそれのない間隔である程度の人数の者が通常の方法で行うビ
ラ配布行為は……道路交通法第 77条 1項 4号、施行細則（道路交通法第 77条 1項 4号に基づき千葉県
公安委員会が定める）11条 9号（交通のひんぱんな道路において広告又は宣伝のため、文書、図画、そ
の他の物を通行する者に交付すること）に該当せず……東金署長の許可を必要としなかったものであ
る。……ところが、小野及び密本がその場で「道路交通法違反で逮捕する。」と告げて原告を逮捕した。
……同警察本部の警察官であれば……該当しないことを知りうべきであったにもかかわらず不注意にも
それに該当し東金署長の許可を要するものと誤信し、……逮捕して原告に損害を加えたものである。以
上の事実によれば、……肉体的、精神的な苦痛を被ったことを認めることができ、慰謝料 90万円及び
弁護士費用 10万円の合計 100万円……の支払いを（被告に）求める。」　　　　　　　　　　　　　　

●東金事件にもとづき警察官を指導する（警察庁長官の答弁）
1991年３月 15日、参議院地方行政委員会
・諫山博（日本共産党参院議員）　「警察庁長官にまとめて聞きます。ビラ配りを弾圧したという問題で、
第一線の警察官が誤った認識を持っているのではないか。ビラ配りはいかなる場合でもすべて許可を要
するものだと誤解しているんじゃないかという問題について、何らかの指導をお願いしたいけれども、
いかがでしょうか。」
・政府委員（鈴木良一警察庁長官）　「ビラ配りの点につきましては、東金事件の判決があるわけでござ
いますから、これに基づきまして警察官をよく指導、教養してまいりたい、かように考えております。」

●国公法弾圧２事件最高裁判決（要点）
判決＝ 2012年 12月７日、最高裁第２小法廷
　第 2小法廷は、2つの事件をつうじて、「国民は、憲法上、表現の自由（21条 1項）としての政治活動
の自由を保障されており、この精神的自由は立憲民主政の政治過程にとって不可欠の基本的人権であっ
て、民主主義を基礎づける重要な権利」と、あらためて憲法の表現の自由の権利の重要性を確認し、「公
務員に対する政治活動の禁止は、国民としての政治活動の自由にたいする必要やむを得ない限度にその
範囲が画されるべきものである」として、国公法 102条 1項の規制する「政治的行為」とは、公務員の
職務の遂行の政治的中立性を損なうおそれが、「現実的に起こりうるものとして実質的に認められるも
のを指」すとした。
　これは、憲法で保障された表現の自由の権利を前提に、国公法の規定を限定的に解釈することを示し、
猿払判決の「一律全面的禁止」をおおきく修正、「実質的判例変更」ともいえるもの。
　公務員の職務の遂行の政治的中立性を損なうおそれが、実質的に認められるかどうかは、具体的には
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① 管理職的地位にあるかどうか、② 勤務時間の内外、③ 地位利用の有無、④ 職員団体の関与など 8項
目を挙げ、諸般の事情を総合的に判断するのが相当であるとしている。
　これにもとづいて、堀越さんの行為は構成要件にあたらないと、無罪とした。
　一方で、宇治橋さんについては、「管理職的地位」にあることを理由に有罪にしている。
　世田谷事件の判決も、前段の判断についての基準や考え方についての記述はほぼ同じであるが、宇治
橋さんが課長補佐であることを「管理職的地位」であったとし、「政治的中立性が損なわれるおそれが
実質的にある」と有罪を維持した。これは、厚労省における管理職の規定や公判での上司の証言の事実
をまったく無視したこじつけの理屈でしかない。
　須藤裁判官は、「被告人の本件配布行為からうかがわれる政治的傾向が被告人の職務の遂行に反映す
る機序あるいは蓋然性について合理的に説明できる結びつきは認めることができず、公務員の職務の遂
行の政治的中立性をそこなうおそれが実質的に認められるとは言えない。」「したがって、被告人の管理
職的地位の有無、その職務権限における裁量などを検討するまでもなく、本件配布行為は構成要件にあ
たらない」として、宇治橋さんも無罪であると明快に反対意見を述べている。

●国連機関：自由権規約委員会からの批判・勧告
①日本政府の第５回報告に対する自由権規約委員会の「総括所見」（2008年）
　「委員会は、公職選挙法の下での戸別訪問の禁止、選挙運動期間前に配布可能な文書図画への制限な
どの表現の自由及び参政権に対して課された非合理的な制約につき懸念を有する。委員会は、政治活動
家と公務員が、私人の郵便箱に政府に批判的な内容のリーフレットを配布したことで、不法侵入につい
ての法律や国家公務員法の下で逮捕、起訴されたとの報告についても懸念する（第 19条及び第 25条）。
　締約国は、規約第１９条及び第２５条の下で保護されている政治活動及び他の活動を、警察、検察官
及び裁判所が過度に制約しないように、表現の自由と参政権に対して課されたいかなる非合理的な法律
上の制約をも廃止すべきである。」
②国連人権理事会第３５会期にむけた表現の自由特別報告者 ( デビッド・ケイさん ) の来日調査のレポー
ト（2016年）
　「（選挙運動への規制について）、政治活動に対して不均衡な制限を押し付けている条文を廃止して、
公職選挙法を国際人権法に適合するように見直すこと」
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〈学習参考レジメ〉のびのびと選挙をたたかうために

１　声をかけ話し合い、ビラまきなどの宣伝活動
　①選挙活動の基本　声をかけ話し合う　だれでもできること
　　　個々面接（街などであった人への働きかけ）は自由。戸別訪問は禁止。
　②街頭での宣伝　警察の許可はいらない、堂々とできる　＊有楽町ビラまき事件、東金事件の判決
　③街の雰囲気を変えるポスターや立て看板－「事前ポスター」の規制
　　※�マンションでのビラ配布について　　①ビラ配布は、憲法で保障された大切な権利。集合ポスト

へのビラ配布は「不法行為」ではないとの判決が確定。②ビラ配布中に住民や管理人から苦情を
言われた場合、論争などは避けいったん引き上げて、その後、管理組合への申しれを行うなど組
織的に対応します。③ビラ配布の自由に確信をもちつつ、充分な警戒心を持って活動しよう。

インターネット選挙の活用を
　選挙期間中は、インターネットによる選挙運動は自由にできます。大いに活用しよう。
　ただし、有権者はメールでの投票依頼はできません。政党・候補者は可。
３　労働組合、民主団体の要求実現の活動は選挙中も自由
　①宣伝、署名運動、集会、デモ行進などは、国民の請願権、正当な労働運動の権利
　②選挙中でも労組・民主団体の要求宣伝や民間パトロール活動はできる
　③機関紙も一定の要件を備えていれば、選挙の「報道・評論」は自由。要件を備えていない場合も、
団体の政策や決定（「○○候補の支援を決定」など）は掲載できる。
４　文書・手紙について
　文書の扱い　後援会の方針と指示にそっておこなう
　手　　紙　　投票依頼を目的とした内容は避ける－どこでも配布できるビラなどを送り電話で依頼を
５　謀略・「ぐるみ選挙」とのたたかい
　①　公党をウソで誹謗する謀略ビラは、民主主義の重大な破壊行為
　②　暴力的な妨害を許さないため　必要な対処は組織的に
　③　「ぐるみ選挙」は違法
６　張り込み、尾行、聞き込みは弾圧の端緒
　行動の前に警戒すべき心得－行動予定、連絡先を確認、不要なものは持たない
　①職務質問・所持品検査などはあくまで任意（警察官職務執行法）
　②交番などへの同行を求められても拒否する。強制的な処置には、令状が必要
　③�聞き込みは任意、協力をする義務はない。弾圧の端緒であり、ただちに関係団体・国民救援会に連
絡し組織的に対応。

　④万一、逮捕された場合は
　　・氏名・住所も含めて黙秘　 ・「国民救援会の弁護士を呼べ」と要求　・調書などに署名、押印しない
　⑤�民間パトロール活動。具体的には、選挙の際に、国民救援会や自由法曹団などを中心に、候補者事
務所やセンターなどを回って、干渉への心得を伝え、情報を収集する。広く市民に自由な選挙の実
現を訴え、警察の干渉を許さないよう宣伝する。

７　「選挙に行こう」の呼びかけを
　「選挙に行こう」の呼びかけは、選挙前・選挙期間中・投票日でも自由にできる。

警察による張り込み、尾行、職質、妨害 ･ 干渉は、直ちに国民救援会に連絡を








